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 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
入札書が提出期限までに提出されない場

合、競争参加資格がないものとする。
 電子入札による入札の締切り：令和４年
２月７日（月）午後４時00分
 郵送による入札書の提出期限及び提出場
所：令和４年２月７日（月）午後４時00分
上記に郵送すること。（書留郵便に限る。）

 開札（入札執行）の日時及び場所
 開札日時：令和４年４月27日（水）午前
10時00分
 開札場所：上記に記載する三井住友銀
行名古屋ビル８階の入札室

５ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
は、日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除
 契約保証金 納付 ただし、有価証券の
提供又は金融機関等の保証をもって契約保
証金の納付に代えることができる。また、
公共工事履行保証証券による保証を付し又
は履行保証保険契約の締結を行った場合
は、契約保証金の納付を免除する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の行った入札、申請書等に虚偽の記
載をした者の行った入札及び入札に関する条
件に違反した者の行った入札は無効とする。
また、入札時に単価表の提出のない者の

行った入札は無効とする。なお、提出された
単価表を審査した結果、真摯な見積を行って
いないと認められたときは、その者の行った
入札を無効とする場合がある。
なお、無効の入札を行った者を落札者とし
ていた場合は落札決定を取り消すものとす
る。
 総合評価技術提案のプレゼンテーションを
実施する。詳細は入札説明書による。
 落札者の決定方法 落札者の決定方法は、
契約制限価格の範囲内の入札額で最も総合評
価点が高い者を落札者となるべき者とし、そ
の者が提出した単価表を審査のうえ妥当な場
合に落札者とする。

ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき、又はその者と契約を締結するこ
とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそ
れがあって著しく不適当であると認められる
ときは、落札者としないものとする。
 協議相手の選定方法 すべての入札参加者
の入札価格が契約制限価格を上回った場合
は、以下の算出方法により総合評価点数を算
出し、総合評価点の最も高い者を確認協議の
相手に選定する。
 技術評価点：各評価項目における項目別
配点の合計点(満点100点)
 価格評価点：100200（Ｐ／Ｌ－１)
（Ｌ＜Ｐ） ここに、
Ｐ：入札書に記載の価格(入札価格)
Ｌ：契約制限価格

 総合評価点：（技術評価点×05）＋（価
格評価点×05）

 落札決定を取消した場合の措置等 申請書
等に虚偽の記載をした者は、本工事の競争参
加資格の確認を取り消すとともに、「中日本高
速道路株式会社工事・調査等の資格登録に関
する要領」に基づく資格登録停止を行うこと
がある。
また、入札者の故意又は重大な過失により
入札書が無効となった場合は、当該入札者に
対し、資格登録停止を行うことがある。
 配置予定監理技術者の確認 落札者決定
後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の技術者
の専任制違反の事実が確認された場合は、契
約を結ばないことがある。
なお、病気、死亡、退職、出産、育児、介
護等の極めて特別な場合でやむを得ないもの
として承認された場合の外は、技術資料の記
載内容の変更は認められない。病気等特別な
理由により、やむを得ず配置予定技術者を変
更する場合は、記２に掲げる基準を満たし、
かつ当初の配置予定技術者と同等以上である
と発注者が承認した者を配置しなければなら
ない。
 低入札価格調査を受けた者との契約につい
ては、契約保証金の額を請負代金額の10分の
３以上とするとともに、前払金の額を請負代
金額の10分の２以内とする。
なお、本措置は工事が進捗した場合の部分
払の請求を妨げるものではない。

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和３年 12 月６日
国立大学法人九州大学総長 石橋 達朗

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 40
〇第３号
１ 工事概要等
 品目分類番号 41
 工事名 九州大学（医病）別府病院病棟・
診療棟等新営その他電気設備工事（電子入札
対象案件）
 工事場所 大分県別府市大字鶴見字鶴見原
4546 九州大学構内

 専任の主任（監理）技術者の配置が義務付
けられている工事において、調査基準価格を
下回った価格をもって契約する場合において
は、主任（監理）技術者とは別に同等以上の
要件を満たす技術者の配置を求めることがあ
る（入札説明書等参照）。
 申請書等の作成及び提出に要する費用は原
則として提出者の負担とする。
 提出された申請書等は、原則として返却し
ない。
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 本工事に直接関連する他の工事の請負契約
を、本工事の請負契約の相手方と特命契約に
より締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口・手続
に関する問い合わせ先は、上記４に同じ。
 競争参加資格の認定を受けていない者の参
加 上記２に掲げる競争参加資格の認定を
受けていない者も上記４により申請書等を
提出することができるが、入札に参加するた
めには、競争参加資格確認結果通知の日まで
に、当該資格の認定を受けていなければなら
ない。
 本工事は「共通仮設費（率分）のうち営繕
費」及び「現場管理費のうち労務管理費」の
下記に示す費用（以下「実績変更対象費」と
いう。）について、工事実施にあたって不足す
る技術者や技能者を広域的に確保せざるを得
ない場合も考えられることから、契約締結後、
労働者確保に要する方策に変更が生じ、土木
工事積算基準の金額相当では適正な工事の実
施が困難になった場合は、実績変更対象費の
支出実績を踏まえて最終設計変更時点で契約
変更する試行工事である。
営繕費：労働者の送迎費、宿泊費、借上費（宿
泊費、借上費については労働者確保に係る
ものに限る。）
労務管理費：募集及び解散に要する費用、賃
金以外の食事・通勤に要する費用

 共同企業体（経常建設共同企業体を含む。）
を構成する場合は、構成員毎に主任技術者又
は監理技術者を必ず１名以上選定しなければ
ならない。なお、工事を施工するために締結
した下請契約の請負代金額（当該下請契約が

二以上あるときは、それらの請負代金の総額
とする。）が4000万円以上になるときは、構
成員のうち１者は監理技術者を設置しなけれ
ばならない。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : NOGUCHI Hidemasa,

Director General of Nagoya Branch, Cen‑

tral Nippon Expressway Company Limited.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Widening

works of Kirigataki Bridge and 1 other

bridge (PC superstructure) on Shin‑Meishin

Expressway

 Due date for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 P.M. 21 January 2022

 Due date for the submission of tenders by

electronic bidding system : 4 : 00 P.M. 7

February 2022 (Tenders submitted by re‑

gistered mail, 4 : 00 P.M.7 February 2022)

 The language used for application and

inquiry shall be Japanese．
 Contact point for tender documentation :

Contract Division, General Affairs and Cor‑

porate Strategy Department, Nagoya

Branch, Central Nippon Expressway Com‑

pany Limited. 21819, Nishiki,

Naka‑ku, Nagoya, 4600003 Tel.052
2221447





		2021-12-03T14:47:47+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	（なし）




